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１．建築基準の比較について 

 建築基準のみの比較ではなく、同一の建物を異なる基準で

設計し、その設計事例を比較することにより、設計に影響す

る種々の要因を明確にし、より安全で合理的な設計法のため

に考察を行う。 

 

２．フィリピンの耐震基準 

 フィリピンの耐震基準は米国の基準を参考にしていて、そ

の設計用地震力の概要は次の通りである。 

なお、フィリピンの基準ではベースシヤ（1 階の層せん断

力 V ）の式が示されているが、ベースシヤ係数 C の方が分

かり易いと考え、ここでは数式の表現も若干変更している。 

（１）ベースシヤ係数 

 設計に用いるベースシヤ係数 C は図 1 の太実線のように与

えられ、双曲線部は次式で与えられる。 

 

                  

(1) 

C の上限 C max 下限 C min は次の通りである。 

                                        (2) 

 

    (3) 

ここで、Ca と Cv は水平震度、I は重要度係数（1.00, 1.25, 

1.5）、Na と Nv は断層近傍割増係数（1.0, 1.2, 1.6）、 T は

建物の固有周期（秒）、R は靭性による低減係数（通称 R フ

ァクター、日本の Ds の逆数に相当）、Z は地域係数（0.4, 0,2、

日本の Z とは異なり基本となる水平震度を示す）である。 

（２）各式と係数の意味 

 フィリピンの設計用ベースシヤ係数を表しているスペクト

ル（図 1 の太線）は、基本的に弾性のベースシヤ係数スペク

トル（図 1 の点線）に重要度係数 I を乗じ、R ファクターで

除して求められる。 

すなわち、水平震度 Ca と Cv は地盤種別 SB（岩盤）の場

合には Z の値に等しく、地盤種別によって増減する。I=1.0

（通常の建物）で R=1.0（靭性による低減なし）とすると、

(1)式は C=Cv/T となり Cv は周期 1 秒のベースシヤ係数を表

し、(2)式は Cmax=2.5Ca となり短周期の応答倍率を 2.5 とす

ると Ca は地盤の水平震度を表していることになる（図 1 参

照）。(3)式は長周期（超高層）建物のベースシヤ係数が過小

とならないようにするための下限である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 フィリピンのベースシヤ係数スペクトル 

 

なお、双曲線部は T=1.0 で Cv=0.4(g)の場合、速度に換算

して 62.4（cm/s）となる。 

（３）日本の基準との比較 

 日本の大地震動時の Co＝1.0 を地盤震度 0.4、短周期の応

答倍率を 2.5 の積と考えると、想定している入力地震動の大

きさについては、日本（Z＝1.0）とフィリピン（Z＝0.4）で

は同じ大きさであることになる。しかし、設計法の相違（特

に、構造特性係数の差異）により、実際に設計された建物は

次の比較事例で示されるように大きく異なっている。 

 

３．比較事例 

 設計に用いる地盤震度が同程度の日本とフィリピンの耐震

規定によって設計した建物がどのように異なるか等を比較す

るため、鉄筋コンクリート造 5 階建（X, Y 両方向とも 6m×4

スパン）、階高 2.86（m）、延面積 2,880 ㎡の集合住宅を両国

の基準で設計した（図 2、図 3 参照）。 

（１）設計条件 

 両国とも地震活動度の最も高い地域に建設される最も靭性

のある建物を対象として設計を行った（図２、図３参照）。

その主なパラメータは次の通りである。 

（フィリピン）Z=0.4、R=8.5（最も靭性のあるラーメン）、 

Na=1.2、Nv=1.6、I=1.0 

（日 本）   Z=1.0、ルート 3、Ds=0.3 

耐震性能 構造基準 設計事例比較 

フィリピン RC 構造 集合住宅 
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図２ 平面図（伏図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 立面図（軸組図） 

 

表 1 比較事例の結果 

 日 本 フィリピン 比 較 

柱断面 750×750 500×500 2.25 倍 

1 階柱主筋 20-D25 16-D29 0.99* 

1 階柱帯筋 3-D13@100 5-D10@100 1.07* 

梁断面 400×700 350×600 1.33 倍 

2 階梁主筋 

端部と（ ）内は中央 

5(3)-D29 

4(3)-D29 

4(3)-D25 

3(3)-D25 

1.63* 

(1.27*) 

2 階梁肋筋 2-D13@100 2-D10@100 1.79* 

基礎梁断面 450×1800 350×600 3.86 倍 

全重量 38,921 kN 27,656 kN 1.41 倍 

保有水平耐力 12,294 kN 7,621 kN 1.61 倍 

保有層せん断力係数 0.316 0.276 1.13 倍 

固有周期 0.29 秒 0.60 秒 0.48 倍 

* 鉄筋量（断面積）の比 

（２）比較事例の結果 

 両国の基準によって設計した RC 造 5 階建の建物（共同住

宅）の断面・補強筋などは表 1 に示す通りである。 

（３）比較事例の考察 

１） 日本の方が柱・梁とも断面が大きいが、特に柱断面積が

2.25 倍と非常に大きくなっている（梁は 1.33 倍）。 

２） 日本では基礎梁断面を大きくするのが一般的であるが、

フィリピンでは基礎梁は他の梁と同程度の断面とするの

が一般的である。 

３） 1 階柱の主筋量（断面積）は両国でほぼ同じであるが、

柱径が異なるので、フィリピンの鉄筋比は日本の 2.56

倍となっている。なお、2 階以上の柱主筋量は日本の方

がかなり多く、主筋比に換算しても日本の方が高い。 

４） フィリピンの設計用ベースシヤ係数は 0.155 であるが、

保有層せん断力係数は 0.276 となる。このため、保有水

平耐力は日本の方が 1.61 倍も大きいが、日本の全重量

が 1.41 倍大きいため、保有層せん断力係数は日本が

1.14 倍大きくなっているに過ぎない。 

５） 正確な積算を行ってはいないが、建物全重量はほぼコン

クリート量によると考えると、コンクリート量は 1.41

倍、（鉄筋比は全体的には両国で同程度なので）鉄筋量

も同程度、日本の方が多いことになる。 

なお、以前行われた日米の比較事例によると、RC 造

建物のコンクリート量は 1.3 倍、鉄筋量は 2.4 倍、いず

れも日本の方が多かった（文献 1、2）こともあり、こ

の点については更に検討を加える必要がある。 

 

４．今後の課題 

本研究では、フィリピンと日本の建築基準による設計事例

の比較を行ったが、他国の基準による設計事例も有意義であ

る。また、積算を行い、使用材料やコストについても比較す

る必要がある。将来、国際化の下に自国のみではなく他国の

基準を用いるようになることも考えられるので、このような

研究を通じて、前もって準備などを行っておくことが重要で

あると考えている。 
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